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 Ⅰ 推計の概要   

 

１ 推計の目的 

市町村民経済計算は、市町村経済の構造を生産面と分配面から計量的に把握するこ

とにより、市町村経済の実態を包括的に明らかにし、総合的な地域経済指標として、

県の各種行財政・経済施策等に資することを目的としています。併せて、市町村等に

おいても幅広く活用されることを期待するものです。 

 

２ 推計の対象及び方法 

(1) 推計の対象は、市町村内総生産と市町村民所得です。 

(2) 推計の方法は、県民経済計算の推計方法(2008SNA)に準拠し、各種統計調査結果、

照会資料などを使って、『令和５年度 岐阜県の県民経済計算結果』の数値を市町村

ごとに按分しています。従って、市町村民経済計算における県計は、県民経済計算

結果の数値と一致します。 

 

 

 Ⅱ 利用上の注意  

 

 １ 県民経済計算の平成27年基準改定に合わせて、平成27年基準により推計しています。 

 

・県民経済計算の平成27年基準改定に合わせて、①平成27年(2015年)産業連関表で

新たに反映された「改装・改修(リフォーム・リニューアル)」の計上、②2008SNA

対応として「娯楽作品原本」の資本化、③経済活動を適切に把握するための「住

宅宿泊事業」の反映、などを実施しました。 

・2008SNAの準地域概念を導入し、一般政府を中央政府等(中央政府及び全国単位の

社会保障基金並びにそれらの地域事務所)と地方政府等(地方政府及び地方単位

の社会保障基金)に分け、中央政府等はどの地域にも属さない域外(準地域)に位

置するとの扱いに変更しました。 

・詳しくは、内閣府「国民経済計算の2015年(平成27年)基準改定について」をご覧 

ください。 

 (https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/kouhou/2015kijun.html ) 

・県民経済計算の基準改定の詳細については、内閣府「県民経済計算  統計の作

成方法」をご覧ください。 

(https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/sakusei.html ) 
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 ２ 本書は平成23年度から令和５年度分の掲載となっており、平成23年度まで遡及改訂

しています。平成23年度以降の数値は、今回公表のものをご利用ください。 

   なお、平成18～22年度の数値は平成30年度の結果を、平成13～17年度の数値は平成

26年度結果を、平成８～12年度の数値は平成21年度結果をご参照ください。ただし、

それぞれSNA及び基準年が異なるため数値は接続しませんので、ご注意ください。  

 

３ 本書掲載の数値は名目値です。実質値は推計していません。 

 

４ 市町村別人口は、国勢調査実施年については国勢調査結果を使用していますが、他

の年については県統計課「岐阜県人口動態統計調査」を使用しています。 

 

 ５ 統計表の数値は、四捨五入により、総数と内訳が一致しない場合があります。 

 

 ６ 統計表の符号の用法は次のとおりです。  

   「０」…単位未満(四捨五入後) 

   「－」…該当なし  

   「△」…マイナス  

 

７ マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小された場合に符号がプラス

表示となるよう、対前年度増加率(％)は次式により算出しています。  

 (Ｘ₁／Ｘ₀－１)×(Ｘ₀の符号)×100  Ｘ₁：当年度の値  Ｘ₀：前年度の値  

 

８ 第１次、第２次、第３次産業の産業分類は、下記の経済活動別分類によります。 

第１次産業：農林水産業 

第２次産業：鉱業、製造業、建設業 

第３次産業：電気・ガス・水道・廃棄物処理業、卸売・小売業、運輸・郵便業、 

宿泊・飲食サービス業、情報通信業、金融・保険業、不動産業、 

専門・科学技術、業務支援サービス業、公務、教育、 

保健衛生・社会事業、その他のサービス 

 

９ 岐阜県内５圏域の区分は、下記の市町村によります。 

岐阜圏域：岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、 

 笠松町、北方町 

西濃圏域：大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ケ原町、神戸町、輪之内町、 

安八町、揖斐川町、大野町、池田町 

中濃圏域：関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、坂祝町、富加町、 

 川辺町、七宗町、八百津町、白川町、東白川村、御嵩町 

東濃圏域：多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

飛騨圏域：高山市、飛騨市、下呂市、白川村 

 

10 岐阜県の市町村民経済計算についてのご意見、ご質問などは、岐阜県 環境エネルギ

ー生活部 統計課 企画分析係(TEL 058-272-8187(直通))へお願いします。 
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 Ⅲ 推計結果の概要  
 

１ 令和５年度の岐阜県経済の概要 
 

 

令和５年度の岐阜県の経済成長率は、名目 1.6％、実質 △1.6％ 
 

  令和５年度の岐阜県経済は、名目で、製造業が 3.1％、建設業が 6.6％減少したも 
のの、不動産業が 8.7％、金融・保険業が 13.0％増加したことなどから、県内総生産 

は８兆 3862 億円、経済成長率は 1.6％となった。 

 なお、物価変動の影響を取り除いた実質の経済成長率は△1.6％となった。 

 

 

令和５年度の本県経済について生産、分配、支出の各系列でみると、 
 

生産面(名目)では、製造業が3.1％、建設業が6.6％減少したものの、不動産業が8.7％、 

金融・保険業が13.0％増加したことなどから、経済成長率は1.6％となった。 

分配面では、企業所得は減少したものの、雇用者報酬、財産所得が増加したことから、 

県民所得は1.5％の増加となった。 

支出面(名目)では、県内総資本形成や地方政府等最終消費支出が減少したものの、民間 

最終消費支出が増加したことから、経済成長率は1.6％となった。 

 

 

図 岐阜県の経済成長率の推移 
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２ 令和５年度の岐阜県経済の概要 -圏域別動向- 
 

（１）市町村内総生産 
 

令和５年度の圏域別にみた市町村内総生産は、岐阜圏域３兆1787億円(県内構成比 

37.9％)、西濃圏域１兆6502億円(同 19.7％)、中濃圏域１兆6429億円(同 19.6％)、東濃

圏域１兆3548億円(同 16.2％)、飛騨圏域5595億円(同 6.7％)となった。 

圏域別に増加率をみると、西濃圏域(2.4％増)、中濃圏域(1.4％増)、東濃圏域(4.9％増)、

飛騨圏域(7.2％増)は増加し、岐阜圏域(1.1％減)は減少となった。 

 

 

  図１ 圏域別 市町村内総生産 

 

   

 

表１ 圏域別 市町村内総生産の増加率の推移 

 
  

(単位：％)

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5年度

県計 △ 0.0 0.3 1.2 4.5 1.3 3.3 1.3 △ 0.8 △ 2.3 4.2 2.6 1.6

岐阜圏域 △ 1.9 0.1 0.5 3.7 1.2 3.4 1.6 △ 2.2 △ 2.8 4.8 2.7 △ 1.1

西濃圏域 2.5 △ 2.4 0.2 3.7 3.0 3.5 0.3 1.5 △ 1.1 6.0 2.2 2.4

中濃圏域 3.0 2.3 3.6 5.2 1.1 2.8 4.0 △ 3.0 △ 3.3 5.5 3.9 1.4

東濃圏域 △ 1.1 1.0 0.5 6.5 △ 0.1 3.1 0.5 3.0 △ 1.5 2.6 3.2 4.9

飛騨圏域 △ 1.1 1.7 2.8 4.1 1.4 3.5 △ 3.2 △ 1.4 △ 2.8 △ 4.2 △ 2.3 7.2
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（２）各圏域の特徴  
 

〔岐阜圏域〕 

不動産業が9.3％、金融・保険業が13.1％増加したものの、製造業が17.2％、建設業

が11.7％減少したことなどから、圏域内の総生産は1.1％の減少となった。 

また、その構成比は、第３次産業が77.2％と５圏域内で最も高く、中でも卸売・小

売業が13.1％と高い割合を占めている。 

 

〔西濃圏域〕 

製造業が2.3％、公務が5.3％減少したものの、建設業が16.1％、不動産業が8.2％増

加したことなどから、圏域内の総生産は2.4％の増加となった。 

また、その構成比は、第２次産業が46.0％と５圏域内で２番目に高く、中でも製造

業が38.8％と高い割合を占めている。 

 

〔中濃圏域〕 

建設業が9.0％、製造業が1.3％減少したものの、不動産業が8.6％、卸売・小売業が

5.9％増加したことなどから、圏域内の総生産は1.4％の増加となった。 

また、その構成比は、第２次産業が46.9％と５圏域内で最も高く、中でも製造業が

41.2％と高い割合を占めている。 

 

〔東濃圏域〕 

建設業が12.3％、公務が5.7％減少したものの、製造業が9.1％、不動産業が8.1％増

加したことなどから、圏域内の総生産は4.9％の増加となった。 

また、その構成比は、第３次産業が59.2％と高く、中でも卸売・小売業が10.3％と

高い割合を占めている。 

 

〔飛騨圏域〕 

建設業が9.2％、公務が6.7％減少したものの、宿泊・飲食サービス業が49.1％、電気・

ガス・水道・廃棄物処理業が54.5％増加したことなどから、圏域内の総生産は7.2％の増

加となった。 

また、その構成比は、第１次産業が3.3％と５圏域内で最も高いほか、第３次産業も

69.9％と５圏域内で２番目に高い。 
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表２ 圏域別・経済活動別  市町村内総生産増加率及び寄与度 

 
 

 

図２ 圏域別・経済活動別 市町村内総生産構成比 

 
 

(単位：％)

増加率 寄与度 増加率 寄与度 増加率 寄与度 増加率 寄与度 増加率 寄与度 増加率 寄与度

総 生 産 1.6 1.6 △ 1.1 △ 1.1 2.4 2.4 1.4 1.4 4.9 4.9 7.2 7.2

農 林 水 産 業 15.1 0.11 12.6 0.04 12.9 0.08 18.7 0.14 22.3 0.16 11.2 0.35

鉱 業 △ 0.6 △ 0.00 1.2 0.00 △ 6.6 △ 0.02 23.1 0.02 2.3 0.01 △ 9.2 △ 0.03

製 造 業 △ 3.1 △ 0.90 △ 17.2 △ 3.00 △ 2.3 △ 0.92 △ 1.3 △ 0.53 9.1 2.87 9.9 1.66

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 業 15.8 0.34 5.9 0.12 11.6 0.26 20.8 0.40 14.7 0.34 54.5 1.83

建 設 業 △ 6.6 △ 0.47 △ 11.7 △ 0.91 16.1 0.97 △ 9.0 △ 0.56 △ 12.3 △ 0.89 △ 9.2 △ 0.94

卸 売 ・ 小 売 業 5.0 0.51 4.6 0.57 4.9 0.39 5.9 0.43 5.4 0.55 5.5 0.58

運 輸 ・ 郵 便 業 5.7 0.27 6.1 0.30 5.9 0.27 3.5 0.15 7.3 0.37 4.0 0.16

宿 泊 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業 29.0 0.46 22.0 0.34 21.6 0.22 27.5 0.35 26.0 0.36 49.1 2.57

情 報 通 信 業 0.6 0.01 0.9 0.02 2.4 0.05 △ 1.1 △ 0.01 △ 0.6 △ 0.01 △ 0.7 △ 0.01

金 融 ・ 保 険 業 13.0 0.53 13.1 0.69 12.8 0.48 13.0 0.33 13.0 0.44 13.0 0.56

不 動 産 業 8.7 0.86 9.3 1.02 8.2 0.75 8.6 0.72 8.1 0.80 8.2 0.85

専門・科学技術、業務支援サービス業 1.3 0.09 1.3 0.11 1.7 0.07 1.3 0.07 1.4 0.08 0.8 0.05

公 務 △ 5.6 △ 0.26 △ 5.5 △ 0.39 △ 5.3 △ 0.14 △ 5.4 △ 0.14 △ 5.7 △ 0.19 △ 6.7 △ 0.32

教 育 0.2 0.01 0.5 0.02 △ 0.1 △ 0.00 △ 0.0 △ 0.00 △ 0.1 △ 0.00 △ 0.1 △ 0.00

保 健 衛 生 ・ 社 会 事 業 1.9 0.17 2.0 0.20 2.0 0.15 2.0 0.16 1.5 0.14 1.1 0.12

そ の 他 の サ ー ビ ス △ 1.2 △ 0.05 △ 1.4 △ 0.06 △ 1.6 △ 0.05 0.1 0.00 △ 1.4 △ 0.06 △ 2.0 △ 0.10

輸 入 品 に 課 さ れ る 税 ・ 関 税 等 △ 13.6 △ 0.12 △ 15.9 △ 0.14 △ 12.9 △ 0.11 △ 13.8 △ 0.12 △ 10.8 △ 0.09 △ 8.8 △ 0.08

東濃圏域 飛騨圏域中濃圏域県　　計 岐阜圏域 西濃圏域
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（参考）産業構造（特化係数） 

 

特化係数により、各圏域の産業構造をみると、次の産業に特化していることがわかる。 

（特化係数 ＝ その圏域における産業の構成比 ／ 県全体における産業の構成比） 

 

〔岐阜圏域〕 専門・科学技術、業務支援サービス業、金融・保険業、卸売・小売業、情報通信業 

〔西濃圏域〕 鉱業、製造業 

〔中濃圏域〕 製造業 

〔東濃圏域〕 鉱業 

〔飛騨圏域〕 農林水産業、宿泊・飲食サービス業、電気・ガス・水道・廃棄物処理業、鉱業、建設業 

 

参考図 各圏域の産業別特化係数 
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建設

卸売小売

宿泊飲食

情報通信

金融保険

専門

＜中濃圏域＞

1.06 
1.38 

1.19 

1.02 
0.91 1.00 0.82 

0.84 

0.79 

0.85 

農林水

鉱業

製造

電ガ水廃

建設

卸売小売

宿泊飲食

情報通信

金融保険

専門

＜東濃圏域＞

4.12 

1.48 

0.62 

1.95 

1.30 0.99 3.57 

0.91 

1.00 

0.94 

農林水

鉱業

製造

電ガ水廃

建設

卸売小売

宿泊飲食

情報通信

金融保険

専門

＜飛騨圏域＞
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３ 令和５年度の市町村民所得の概要 -圏域別動向- 
 

（１）市町村民所得 

 
令和５年度の圏域別にみた市町村民所得は、岐阜圏域２兆5225億円(県内構成比 

40.0％)、西濃圏域１兆1729億円(同 18.6％)、中濃圏域１兆1690億円(同 18.5％)、東濃

圏域１兆350億円(同 16.4％)、飛騨圏域4048億円(同 6.4％)となった。 

圏域別に増加率をみると、岐阜圏域(0.8％増)、西濃圏域(1.5％増)、中濃圏域(1.6％

増)、東濃圏域(2.7％増)、飛騨圏域(2.3％増)と、全ての圏域で増加となった。 

 

 

図３ 圏域別 市町村民所得 

 

 
 

 

 

表３ 圏域別 市町村民所得の増加率の推移 

 
  

0.8

1.5 1.6

2.7
2.3

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

岐阜圏域 西濃圏域 中濃圏域 東濃圏域 飛騨圏域

(億円)

4年度 5年度 増加率

（％）

(単位：％)

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5年度

県計 0.5 2.1 △ 0.6 4.5 1.1 2.7 0.8 △ 0.9 △ 5.4 6.3 2.0 1.5

岐阜圏域 1.2 2.1 △ 0.6 4.7 1.5 2.3 0.8 △ 1.3 △ 4.5 4.9 2.2 0.8

西濃圏域 △ 0.2 1.8 △ 0.6 4.3 1.0 3.2 0.5 △ 0.4 △ 6.1 8.2 1.7 1.5

中濃圏域 0.3 2.9 0.4 4.4 0.6 3.4 1.6 △ 1.5 △ 7.0 8.2 2.6 1.6

東濃圏域 0.0 1.8 △ 1.1 4.6 0.8 2.5 0.7 0.1 △ 5.4 6.1 2.1 2.7

飛騨圏域 △ 0.4 0.8 △ 1.7 3.6 1.2 2.5 △ 0.6 △ 1.2 △ 5.2 4.8 0.1 2.3
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（２）市町村民所得の内訳 

 
市町村民所得の約７割を構成する雇用者報酬は、岐阜圏域(2.6％増)、西濃圏域(2.3％増)、

中濃圏域(2.9％増)、東濃圏域(2.8％増)、飛騨圏域(2.3％増)と、全ての圏域で増加した。 

 

財産所得は、岐阜圏域(3.1％増)、西濃圏域(1.7％増)、中濃圏域(1.8％増)、飛騨圏域

(1.0％増)は増加し、東濃圏域(0.3％減)は減少した。 

 

企業所得は、東濃圏域(3.3％増)、飛騨圏域(2.7％増)は増加し、岐阜圏域(5.0％減)、西

濃圏域(0.6％減)、中濃圏域(1.8％減)は減少した。 

 

表４ 圏域別 市町村民所得の内訳 

 

 

   図４ 圏域別 市町村民所得の増加率に対する項目別寄与度 

 
  

0.8

1.5
1.6

2.7
2.3

△ 2.0

△ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

岐阜圏域 西濃圏域 中濃圏域 東濃圏域 飛騨圏域

企業所得の寄与度

財産所得の寄与度

雇用者報酬の寄与度

市町村民所得の増加率

（％）

実額 増加率 実額 増加率 実額 増加率 実額 増加率
（百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

県計 6,304,192 1.5 4,399,327 2.6 373,081 1.9 1,531,785 △ 1.7

岐阜圏域 2,522,542 0.8 1,816,852 2.6 146,988 3.1 558,702 △ 5.0

西濃圏域 1,172,921 1.5 790,563 2.3 70,288 1.7 312,070 △ 0.6

中濃圏域 1,168,995 1.6 792,890 2.9 67,606 1.8 308,499 △ 1.8

東濃圏域 1,034,957 2.7 718,302 2.8 61,206 △ 0.3 255,449 3.3

飛騨圏域 404,777 2.3 280,720 2.3 26,992 1.0 97,065 2.7

財産所得 企業所得
市町村民所得

雇用者報酬
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（３）１人当たり市町村民所得 

 
市町村民所得を市町村の総人口で除して算出される１人当たり市町村民所得は、岐阜圏

域(1.2％増)、西濃圏域(2.6％増)、中濃圏域(2.2％増)、東濃圏域(4.0％増)、飛騨圏域(3.9％

増)と、全ての圏域で増加した。 

 

 

    図５ 圏域別 １人当たり市町村民所得 
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0

※市町村民所得には企業所得等を含むため、これを市町村の総人口で除した「１人当たり市町村民所得」は

市町村民個人の給与や実収入の水準を表すものではない。 
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表５ 令和５年度市町村別結果(概要) 

 
※ 市町村民所得には企業所得等を含むため、これを市町村の総人口で除した「１人当たり市町村民所得」は 

市町村民個人の給与や実収入の水準を表すものではない。 

実額 構成比 増加率 実額 構成比 実額 指数
（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （千円） （県計＝100）

県 計 8,386,243 100.0 1.6 6,304,192 100.0 3,264 100.0

岐 阜 市 1,734,483 20.7 2.1 1,286,022 20.4 3,244 99.4

大 垣 市 861,502 10.3 2.0 556,181 8.8 3,568 109.3

高 山 市 343,130 4.1 7.3 248,375 3.9 3,062 93.8

多 治 見 市 403,439 4.8 4.8 347,801 5.5 3,358 102.9

関 市 404,537 4.8 3.3 283,138 4.5 3,416 104.6

中 津 川 市 351,366 4.2 4.1 247,823 3.9 3,361 103.0

美 濃 市 93,025 1.1 △ 4.4 64,575 1.0 3,516 107.7

瑞 浪 市 141,628 1.7 6.2 113,062 1.8 3,140 96.2

羽 島 市 189,026 2.3 5.6 202,216 3.2 3,115 95.4

恵 那 市 224,438 2.7 6.6 150,154 2.4 3,299 101.0

美 濃 加 茂 市 249,036 3.0 6.3 177,481 2.8 3,120 95.6

土 岐 市 233,958 2.8 3.7 176,117 2.8 3,317 101.6

各 務 原 市 591,659 7.1 △ 11.3 471,929 7.5 3,311 101.4

可 児 市 473,786 5.6 △ 3.7 332,422 5.3 3,369 103.2

山 県 市 88,826 1.1 △ 1.6 75,079 1.2 3,122 95.6

瑞 穂 市 164,570 2.0 4.6 171,698 2.7 2,987 91.5

飛 騨 市 92,948 1.1 5.7 66,571 1.1 3,129 95.9

本 巣 市 159,170 1.9 △ 10.3 104,712 1.7 3,249 99.5

郡 上 市 150,618 1.8 2.7 111,906 1.8 3,028 92.8

下 呂 市 111,827 1.3 7.3 84,720 1.3 2,962 90.7

海 津 市 126,160 1.5 1.5 100,855 1.6 3,219 98.6

岐 南 町 121,603 1.5 3.1 88,706 1.4 3,401 104.2

笠 松 町 79,107 0.9 5.3 67,235 1.1 3,075 94.2

養 老 町 100,599 1.2 △ 0.6 79,322 1.3 3,145 96.3

垂 井 町 113,179 1.3 12.6 84,463 1.3 3,306 101.3

関 ケ 原 町 34,870 0.4 0.7 21,576 0.3 3,562 109.1

神 戸 町 81,630 1.0 0.2 59,483 0.9 3,288 100.7

輪 之 内 町 49,802 0.6 △ 5.8 33,160 0.5 3,562 109.1

安 八 町 67,026 0.8 8.2 46,433 0.7 3,317 101.6

揖 斐 川 町 78,282 0.9 0.6 57,223 0.9 3,156 96.7

大 野 町 66,927 0.8 6.5 64,605 1.0 3,045 93.3

池 田 町 70,236 0.8 2.5 69,621 1.1 3,086 94.5

北 方 町 50,295 0.6 △ 0.6 54,944 0.9 2,995 91.8

坂 祝 町 29,400 0.4 △ 5.1 25,090 0.4 3,098 94.9

富 加 町 42,321 0.5 22.3 21,862 0.3 3,840 117.6

川 辺 町 32,395 0.4 2.8 30,809 0.5 3,217 98.5

七 宗 町 9,769 0.1 1.3 8,503 0.1 2,757 84.5

八 百 津 町 45,589 0.5 3.8 31,675 0.5 3,282 100.5

白 川 町 22,073 0.3 1.8 18,690 0.3 2,746 84.1

東 白 川 村 5,916 0.1 3.8 5,281 0.1 2,755 84.4

御 嵩 町 84,456 1.0 5.7 57,563 0.9 3,380 103.5

白 川 村 11,633 0.1 20.2 5,111 0.1 3,586 109.9

市町村民所得
１人当たり

市町村民所得

市町村名

市町村内総生産
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 Ⅳ 推計方法の概要  

 

 市町村民経済計算は、県民経済計算の推計方法(2008SNA)に準拠し、以下の方法で、項目ごとに 

県民経済計算の数値を按分して算出している。 

 

 （1）経済活動別市町村内総生産 

項  目 主 な 推 計 方 法 資 料 名 

  

１ 産業 

 

(1)農林水産業 

 ａ農業 

  ア農業 

  イ農業サービス業 

 

 

 

 

 ｂ林業 

  ア育林業 

  イ素材生産業 

 

 

 

 

 ｃ水産業 

 

 

 

 

 

 

 

(2)鉱業 

 

 

 

 

 

 

(3)製造業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業産出額により按分 

従業者数により按分 

 

 

 

 

 

民有人工林面積により按分 

民有現況森林面積、各特用林産物生産額により按分 

 

 

 

 

河川漁業協同組合別漁獲量、河川面積、養殖面積、

養殖業生産高により按分 

 

 

 

 

 

 

鉱産税課税標準額、従業者数、砕石業付加価値額に

より按分 

 

 

 

 

 

付加価値額により按分 

 

 

 

 

 

【共通】県民経済計算 

 

 

 

・農林水産省 

 「市町村別農業産出額(推計)」 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 

 

 

・県統計課 

「岐阜県統計書」 

・農林水産省 

 「農林業センサス」 

・県県産材流通課資料 

 

・県統計課 

 「岐阜県統計書」 

・県都市政策課 

 「市町村別・地目別面積」 

・農林水産省 

 「漁業センサス」 

・県里川・水産振興課資料 

 

・県市町村課 

 「市町村税課税状況等の調」 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 「経済構造実態調査」 

 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 「経済構造実態調査」 
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項  目 主 な 推 計 方 法 資 料 名 

  

(4)電気・ガス・水道・廃棄物処理業 

 ア電気業 

 イガス・熱供給業 

 ウ水道業 

 エ廃棄物処理業 

 オ政府：廃棄物処理 

 カ政府：下水道 

 

(5)建設業 

 ア建築工事 

 イ土木工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ補修工事 

 

 

(6)卸売・小売業 

 

 

(7)運輸・郵便業 

 ア鉄道業 

 

 

 イ道路運送業 

 ウ水運業 

 エ航空運輸業 

 オその他の運輸業 

 カ郵便業 

 

(8)宿泊・飲食サービス業 

 

(9)情報通信業 

 ア電信・電話業 

  

  

 イ放送業 

 ウ情報サービス業 

 エ映像・音声・文字情報制作業 

 

(10)金融・保険業 

 

 

 

発電電力量、消費電力量により按分 

従業者数により按分 

決算書の営業収益、営業費用等により按分 

従業者数により按分 

決算書の人件費により按分 

決算書の職員給与費により按分 

 

 

固定資産税家屋評価額(建築新増分)により按分 

公共土木：下記の合計額により按分 

国、県：土木工事額により按分 

市町村：決算書の普通建設事業費、災害復旧 

事業費により按分 

民間土木：建設総合統計年度報の工事種類別出来高

を各種指標により按分 

発電用土木：土木工事額 

鉄道、電気通信：鉄道業、通信業の総生産額 

土地造成、道路：埋立許可面積 

そ の 他：固定資産税家屋評価額(建築新増分)  

ア建築工事＋イ土木工事の総生産額により按分 

 

 

商品販売額により按分 

 

 

 

鉄道業：旅客輸送数、貨物輸送数、軌道延長により

按分 

索道業：索道収入により按分 

従業者数により按分 

照会資料により按分 

従業者数により按分 

 

 

 

従業者数により按分 

 

 

通信業：世帯数、人口により按分 

電気通信に附帯するサービス業、インターネット附随サービス業 

   ：従業者数により按分 

従業者数により按分 

 

 

 

従業者数により按分 

 

 

 

・電力各社照会資料 

・県市町村課 

 「市町村財政の状況」 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

・総務省 

 「地方財政状況調査」 

 

・総務省 

 「地方財政状況調査」 

 「固定資産の価格等の概要調書」 

・国出先機関照会資料 

・電力会社照会資料 

・県技術検査課資料 

・国土交通省 

 「建設総合統計年度報」 

・岐阜市産業廃棄物指導課資料 

・県環境管理課資料 

 

 

 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 

 

・県統計課 

 「岐阜県統計書」 

・鉄道各社照会資料 

・中部鋼索交通協会照会資料 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 

 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

・県統計課 

 「岐阜県人口動態統計調査」 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 
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項  目 主 な 推 計 方 法 資 料 名 

  

(11)不動産業 

 ア住宅賃貸業 

 イ不動産仲介業 

 ウ不動産賃貸業 

 

(12)専門・科学技術、

業務支援サービス業 

 

(13)公務 

 

 

 

 

(14)教育 

 

 

(15)保健衛生・社会事業 

 ア医療・保健 

 イ介護 

 ウ非営利：社会福祉 

 エ政府：保健衛生、社会福祉 

 

 

 

 

 

(16)その他のサービス 

 ア自動車整備・機械修理業 

 イ会員制企業団体 

 ウ娯楽業 

 エ洗濯・理容・美容・浴場業 

 オその他の対個人サービス業 

 カ非営利：社会教育及びその他 

 キ政府：社会教育 

 

２ 輸入品に課され

る税・関税等 

 

 

 

固定資産税家屋評価額(持家分)により按分 

従業者数により按分 

 

 

従業者数により按分 

 

 

国、県：従業者数により按分 

市町村：決算書の人件費により按分 

 

 

 

従業者数により按分 

 

 

 

従業者数により按分 

介護保険給付額により按分 

従業者数により按分 

決算書の人件費により按分 

 

 

 

 

 

 

従業者数により按分 

 

 

 

 

 

決算書の人件費により按分 

 

加算・控除前の市町村内総生産の小計により按分 

 

・総務省 

 「固定資産の価格等の概要調書」 

・総務省、経済産業省 

「経済センサス」 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

・総務省 

 「地方財政状況調査」 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

・厚生労働省 

 「介護保険事業状況報告」 

・県統計課 

 「岐阜県人口動態統計調査」 

・総務省 

 「地方財政状況調査」 

 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

・総務省 

 「地方財政状況調査」 
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 （2）市町村民所得 

項  目 主 な 推 計 方 法 資 料 名 

  

１ 雇用者報酬 

 

(1)賃金・俸給 

 ア現金給与 

  (ｱ)雇用者給与 

 

 

  (ｲ)役員報酬 

  (ｳ)議員歳費等 

 イ現金給与以外 

  (ｱ)現物給与 

  (ｲ)給与住宅差額家賃 

  

(2)雇主の社会負担 

 a雇主の現実社会負担 

 b雇主の帰属社会負担 

 

２ 財産所得 

 

(1)一般政府(地方政府等) 

 ア受取 

 

 イ支払 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)家計 

 ア受取 

 イ支払 

 

 

 

 

 

 

(3)対家計民間非営利団体 

 

 

 

 

 

 

農 業：農家戸数、雇用者数により按分 

林業、水産業：雇用者数により按分 

非農林水産業：1 人当たり総所得×雇用者数等により按分  

役員数により按分 

人口により按分 

 

ア現金給与(ｱ)雇用者給与により按分 

給与住宅世帯数により按分 

 

 

賃金・俸給により按分 

雇用者数により按分 

 

 

 

 

人口、公務の従業者数、決算書の利子、財産運用収

入、固定資産税決定価格等により按分 

人口、公務の従業者数、決算書の利子、物件費等に

より按分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口、預金額、イ支払のうち賃貸料等により按分 

人口、貸出金、借入耕地面積、固定資産税決定価格

等により按分 

 

 

 

 

 

従業者数により按分 

 

 

 

 

 

 

・農林水産省 

 「農林業センサス」 

・総務省 

 「国勢調査」 

・県市町村課 

 「市町村税課税状況等の調」 

・県統計課 

 「岐阜県人口動態統計調査」 

 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

 

 

 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

「固定資産の価格等の概要調書」 

 「地方財政状況調査」 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 

・市町村照会資料 

・県市町村課 

 「市町村財政の状況」 

・県統計課 

 「岐阜県人口動態統計調査」 

・県住宅課 

 「県営住宅一覧」 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

 「固定資産の価格等の概要調書」 

・農林水産省 

 「農林業センサス」 

・農業協同組合資料 

・県統計課 

 「岐阜県人口動態統計調査」 

 

・総務省、経済産業省 

 「経済センサス」 
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項  目 主 な 推 計 方 法 資 料 名 

 

３ 企業所得 

 

(1)民間法人企業 

 

(2)公的企業 

 ア金融 

 イ非金融 

 

 

 

 

 

(3)個人企業 

 ア農林水産業 

 イその他の産業 

 ウ持ち家 

 

 

 

 

産業別総生産額により按分 

 

 

金融・保険業の総生産額で按分 

人口、決算書より算出した純損益等により按分 

 

 

 

 

 

 

個人事業主数により按分 

1 事業主当たりの営業所得×個人事業主数で按分 

固定資産税家屋評価額(持家分)により按分 

 

 

 

 

 

 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

「地方財政状況調査」 

・県市町村課 

 「市町村財政の状況」 

・県統計課 

 「岐阜県人口動態統計調査」 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

 「固定資産の価格等の概要調書」 

・県市町村課 

 「市町村税課税状況等の調」 
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 （3）就業者推計 

項  目 主 な 推 計 方 法 資 料 名 

 

１就業者(就業地ベース) 

２就業者(常住地ベース) 

３雇用者(常住地ベース) 

 

国勢調査により按分 

 

・総務省 

 「国勢調査」 

 

 


